
Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５（予算）

1,723,304 1,679,249 1,704,188 1,872,264 2,186,501 2,633,987

1,721,188 1,677,147 1,701,236 1,870,176 2,184,494 2,632,173

千円 千円 ％ 99.9% 99.9% 99.8% 99.8% 99.9% 99.9%

人 人  月 1,725,201 1,677,630 1,702,524 1,870,667 2,185,024 2,638,572

△ 1,897 1,619 1,664 1,597 1,477 △ 4,585

671,487 573,161 683,089 655,553 768,336

 現金預金 279,302 178,946 284,511 257,493 368,436

 投資有価証券 373,309 373,309 373,309 373,040 373,040

282,810 182,865 291,130 261,996 373,302

388,677 390,296 391,959 393,557 395,034

30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

358,677 360,296 361,959 363,557 365,034

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５（予算）

8 8 8 1,721,188 1,677,147 1,701,236 1,870,176 2,184,494 2,632,173

1 1 1  委託料 1,721,188 1,677,147 1,701,236 1,870,176 2,184,494 2,632,173

0 0 0  補助金 0 0 0 0 0 0

7 7 7  負担金 0 0 0 0 0 0

2 2 2  その他 0 0 0 0 0 0

32 31 32 　その他　 0 0 0 0 0 0

29 28 27 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
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名　　称

事務所の所在地

代 表 者

15,000出資金等総額 うち県出資金等

玉野市東七区４５３

理事長　長尾　俊彦 昭和63年4月1日

8260005008170

設立目的

  児島湖流域下水道の維持管理に関する業務を行うほか、下水道知
識の普及・啓発活動、下水道技術者の研修及び下水道技術の調査研
究を行い、岡山県及び県内市町村の下水道事業に協力することによ
り、県民の健康で快適な生活環境の向上と公共用水域の水質保全さ
らに児島湖の水質改善に寄与するとともに、児島湖流域下水道児島
湖浄化センター周辺地域の環境整備を図り、もって周辺地域の健全
な発展に資することを目的とする。

主な事業

職  員

　総　数

  総  数

 うち県職員

役　員  うち県派遣職員

 うち県派遣職員

経　営　状　況　等　の　概　況　（ 県 外 郭 団 体 ）

役　　　 職　　　 員　　　 の　　　 状　　　 況

団　体　の　基　本　情　報　　（Ｒ５．４．１現在） 　　　　　　　　　経　営　実　績　と　財　産　の　状　況　　　　　（単位：千円）

　　　　　　　　岡　山　県　か　ら　の　支　出　の　状　況　　　　（単位：千円）

　当期正味財産増減額（Ａ－Ｃ）

　総 資 産　Ｄ

主
な
も
の

　正味財産　Ｆ＝Ｄ－Ｅ

 うち基本財産　Ｇ

県出資比率

設立年月日

　経営実績と財産の状況
についての評価

　県支出金の割合（Ｂ／Ａ）

　収益　Ａ

　うち県支出金　Ｂ

　費用　Ｃ

１　児島湖流域下水道の運転操作等維持管理業務に関すること
２　下水道技術者の養成に関すること
３　下水道知識の普及・啓発活動に関すること
４　下水道技術の調査研究に関すること
５　県内市町村からの水質分析等の業務の相談に関すること
６　児島湖流域下水道児島湖浄化センター周辺地域の環境保全及び
  生活環境整備に関する事業
７　その他前各号に掲げる事業に付帯又は関連する事業

役    員 職　　員 33 決算時期

 長期貸付金（年度末残高）

 損失補償限度額

 損失補償契約に係る債務残高

 債務保証限度額

 債務保証契約に係る債務残高

・県から事業委託を受け安定した経営が行われている。
・負債が資産を超過している状況ではないため、当面の財政運営には支障
はないが、引き続き経費削減に努め、効率的な経営を進めていく必要があ
る。

　県支出金

 短期貸付金

 累積剰余/累積損失（Ｆ－Ｇ）

　総 負 債　Ｅ

内
　
訳


